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(57)【要約】
【課題】本発明の課題は、成形時の発煙が抑制された光学用ポリカーボネート系樹脂フィ
ルムの製造方法を提供することにある。
【解決手段】ポリカーボネート系樹脂組成物を溶融押出して光学用ポリカーボネート系樹
脂フィルムを製造する方法であって、ポリカーボネート系樹脂組成物が、離型剤を、ポリ
カーボネート系樹脂１００重量部に対して、０．０５重量部以下含有することを特徴とす
る光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
ポリカーボネート系樹脂組成物を溶融押出して光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムを
製造する方法であって、
ポリカーボネート系樹脂組成物が、離型剤を、ポリカーボネート系樹脂１００重量部に対
して、０．０５重量部以下含有することを特徴とする光学用ポリカーボネート系樹脂フィ
ルムの製造方法。
【請求項２】
　離型剤が、アルコールと脂肪酸とのエステルである請求項１に記載の光学用ポリカーボ
ネート系樹脂フィルムの製造方法。
【請求項３】
離型剤が、多価アルコールと脂肪酸とのエステルである請求項２に記載の光学用ポリカー
ボネート系樹脂フィルムの製造方法。
【請求項４】
離型剤が、多価アルコールと脂肪酸との部分エステルである請求項３に記載の光学用ポリ
カーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
【請求項５】
光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの厚みが３０～３００ｎｍで全光線透過率が８５
％以上である請求項１～４のいずれかに記載の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの
製造方法。
【請求項６】
光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムのヘイズが５０％以上である請求項１～５のいず
れかに記載の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
【請求項７】
光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの表面光沢度が５０％以下である請求項１～６の
いずれかに記載の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
【請求項８】
光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの波長５９０ｎｍの入射光のリタデーションが３
０ｎｍ以下である請求項１～７のいずれかに記載の光学用ポリカーボネート系樹脂フィル
ムの製造方法。
【請求項９】
光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの少なくとも一面が、マット面である請求項１～
８のいずれかに記載の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
【請求項１０】
マット面がマットロール転写により形成されたものである請求項９に記載の光学用ポリカ
ーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
【請求項１１】
請求項１～１０のいずれかに記載の製造方法により得られる光学用ポリカーボネート系樹
脂フィルム。
【請求項１２】
液晶表示装置に使用される請求項１１に記載の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルム。
【請求項１３】
　前記液晶表示装置における偏光分離シートの保護に使用される請求項１２に記載の光学
用ポリカーボネート系樹脂フィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造方法に関する。また、本発明
は、該製造方法により得られる光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムに関する。
【背景技術】
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【０００２】
導光フィルム、位相差フィルム、光拡散フィルム、偏光分離シートの保護フィルム等の光
学用フィルムには、優れた透明性や耐熱性等が求められる。ポリカーボネート系樹脂から
なるフィルムは、透明性に優れ、さらに、耐熱性、耐衝撃性、剛性にも優れることから、
光学用フィルムとして用いられている。
【０００３】
特許文献１には、離型剤と熱安定化剤を含有するポリカーボネート系樹脂組成物が記載さ
れており、さらに、該樹脂組成物を射出成形して得られる成形品は、成形性（離型性）に
優れるものとなることが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－２７４００７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
しかしながら、特許文献１に記載のように、離型剤を含有するポリカーボネート系樹脂組
成物を溶融押出してフィルムを成形したところ、発煙することがあった。
【０００６】
　そこで本発明の課題は、成形時の発煙が抑制された光学用ポリカーボネート系樹脂フィ
ルムの製造方法を提供することにある。また、該製造方法により得られる光学用ポリカー
ボネート系樹脂フィルムを提供することになる。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意研究を重ねた結果、以下の構成からなる解決
手段を見出した。
【０００８】
（１）ポリカーボネート系樹脂組成物を溶融押出して光学用ポリカーボネート系樹脂フィ
ルムを製造する方法であって、ポリカーボネート系樹脂組成物が、離型剤を、ポリカーボ
ネート系樹脂１００重量部に対して、０．０５重量部以下含有することを特徴とする光学
用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
（２）離型剤が、アルコールと脂肪酸とのエステルである前記（１）に記載の光学用ポリ
カーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
（３）離型剤が、多価アルコールと脂肪酸とのエステルである前記（２）に記載の光学用
ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
（４）離型剤が、多価アルコールと脂肪酸との部分エステルである前記（３）に記載の光
学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
（５）光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの厚みが３０～３００ｎｍで全光線透過率
が８５％以上である前記（１）～（４）のいずれかに記載の光学用ポリカーボネート系樹
脂フィルムの製造方法。
（６）光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムのヘイズが５０％以上である前記（１）～
（５）のいずれかに記載の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
（７）光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの表面光沢度が５０％以下である前記（１
）～（６）のいずれかに記載の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
（８）光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの波長５９０ｎｍの入射光のリタデーショ
ンが３０ｎｍ以下である前記（１）～（７）のいずれかに記載の光学用ポリカーボネート
系樹脂フィルムの製造方法。
（９）光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの少なくとも一面が、マット面である前記
（１）～（８）のいずれかに記載の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
（１０）マット面がマットロール転写により形成されたものである前記（９）に記載の光
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学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造方法。
（１１）前記（１）～（１０）のいずれかに記載の製造方法により得られる光学用ポリカ
ーボネート系樹脂フィルム。
（１２）液晶表示装置に使用される前記（１１）に記載の光学用ポリカーボネート系樹脂
フィルム。
（１３）前記液晶表示装置における偏光分離シートの保護に使用される前記（１２）に記
載の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルム。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、成形時の発煙が抑制された光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの
製造方法を提供することができる。また、該製造方法により得られる光学用ポリカーボネ
ート系樹脂フィルムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造プロセスの一例を示す概
略説明図である。
【図２】本発明の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムを液晶表示装置における偏光分
離シート保護フィルムとして使用した一例を示す概略説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明について詳細に説明する。本発明の光学用ポリカーボネート系樹脂フィル
ムの製造方法は、所定量の離型剤を含有するポリカーボネート系樹脂組成物を溶融押出す
るものである。これにより、発煙を抑制して、光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムを
製造することができる。
【００１２】
＜ポリカーボネート系樹脂組成物＞
　ポリカーボネート系樹脂組成物は、ポリカーボネート系樹脂と離型剤を含有する。ポリ
カーボネート系樹脂としては、例えば、耐熱性、機械的強度、透明性等に優れた芳香族ポ
リカーボネート系樹脂が好適に用いられる。芳香族ポリカーボネート系樹脂は、通常、二
価フェノールとカーボネート前駆体とを界面重縮合法、溶融エステル交換法で反応させて
得られたものの他、カーボネートプレポリマーを固相エステル交換法により重合させたも
の、または環状カーボネート化合物の開環重合法により重合させて得られるものである。
【００１３】
　前記二価フェノールとしては、例えば、ハイドロキノン、レゾルシノール、４，４’－
ジヒドロキシジフェニル、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、ビス｛（４－ヒドロ
キシ－３，５－ジメチル）フェニル｝メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）
エタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１－フェニルエタン、２，２－ビス
（４－ヒドロキシフェニル）プロパン（通称ビスフェノールＡ）、２，２－ビス｛（４－
ヒドロキシ－３－メチル）フェニル｝プロパン、２，２－ビス｛（４－ヒドロキシ－３，
５－ジメチル）フェニル｝プロパン、２，２－ビス｛（４－ヒドロキシ－３，５－ジブロ
モ）フェニル｝プロパン、２，２－ビス｛（３－イソプロピル－４－ヒドロキシ）フェニ
ル｝プロパン、２，２－ビス｛（４－ヒドロキシ－３－フェニル）フェニル｝プロパン、
２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）－３－メチルブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，３－ジメチル
ブタン、２，４－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－２－メチルブタン、２，２－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）ペンタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－４－メ
チルペンタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス
（４－ヒドロキシフェニル）－４－イソプロピルシクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、９，９－ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）フルオレン、９，９－ビス｛（４－ヒドロキシ－３－メチル）フェニル
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｝フルオレン、α，α’－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－ｏ－ジイソプロピルベンゼ
ン、α，α’－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－ｍ－ジイソプロピルベンゼン、α，α
’－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－ｐ－ジイソプロピルベンゼン、１，３－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）－５，７－ジメチルアダマンタン、４，４’－ジヒドロキシジフ
ェニルスルホン、４，４’－ジヒドロキシジフェニルスルホキシド、４，４’－ジヒドロ
キシジフェニルスルフィド、４，４’－ジヒドロキシジフェニルケトン、４，４’－ジヒ
ドロキシジフェニルエーテルおよび４，４’－ジヒドロキシジフェニルエステル等が挙げ
られ、これらは単独又は２種以上を混合して使用することができる。
【００１４】
　なかでも、ビスフェノールＡ、２，２－ビス｛（４－ヒドロキシ－３－メチル）フェニ
ル｝プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）－３－メチルブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３
，３－ジメチルブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－４－メチルペンタン
、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサンお
よびα，α’－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－ｍ－ジイソプロピルベンゼンからなる
群から選ばれる二価フェノールを単独で又は２種以上用いるのが好ましく、特に、ビスフ
ェノールＡの単独使用や、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，３，５－トリ
メチルシクロヘキサンと、ビスフェノールＡ、２，２－ビス｛（４－ヒドロキシ－３－メ
チル）フェニル｝プロパン及びα，α’－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－ｍ－ジイソ
プロピルベンゼンからなる群から選ばれる１種以上の二価フェノールとの併用が好ましい
。
【００１５】
　前記カーボネート前駆体としては、例えば、カルボニルハライド、カーボネートエステ
ルまたはハロホルメート等が使用され、具体的にはホスゲン、ジフェニルカーボネートま
たは二価フェノールのジハロホルメート等が挙げられる。
【００１６】
　ポリカーボネート系樹脂は、３００℃、１．２ｋｇ荷重でのメルトボリュームフローレ
ート（ＭＶＲ）が１１～３５ｃｍ３／１０ｍｉｎであることが好ましく、１２～３０ｃｍ
３／１０ｍｉｎであることがより好ましく、１２～２５ｃｍ３／１０ｍｉｎであることが
さらに好ましい。ＭＶＲが所定の範囲であることで、光学用ポリカーボネート系樹脂フィ
ルムの外観を向上させることができる。なお、ＭＶＲは、ＩＳＯ１１３３に従い測定され
る。
【００１７】
　ポリカーボネート系樹脂は、粘度平均分子量が１７０００～２１５００であることが好
ましく、１８０００～２１０００であることがより好ましく、１９０００～２１０００で
あることがさらに好ましい。粘度平均分子量が所定の範囲であることで、光学用ポリカー
ボネート系樹脂フィルムの外観を向上させることができる。なお、粘度平均分子量は、塩
化メチレンを溶媒として０．５重量％のポリカーボネート系樹脂溶液とし、キャノンフェ
ンスケ型粘度管を用い温度２０℃で比粘度ηｓｐを測定し、濃度換算により極限粘度ηを
求め、下記のＳＣＨＮＥＬＬの式（Ｉ）から算出される。
　　　η＝１．２３×１０－４Ｍ０．８３　　（Ｉ）
【００１８】
離型剤としては、溶融押出成形時に、樹脂の冷却ロールへのなじみを良くしてロール表面
転写を良くしたり、樹脂を冷却ロールから離型しやすくするものであればよく、アルコー
ル、脂肪酸、アルコールと脂肪酸とのエステル、ワックス等が挙げられる。中でも、アル
コールと脂肪酸とのエステルが好ましく、一価アルコールと脂肪酸とのエステルや、多価
アルコールと脂肪酸との部分エステルあるいは全エステルがより好ましく、多価アルコー
ルと脂肪酸との部分エステルがさらに好ましい。アルコールと脂肪酸とのエステルは、単
独で使用してもよいし、２種以上を併用して使用してもよく、部分エステルと全エステル
を併用して使用してもよい。なお、部分エステルとは、多価アルコールの水酸基の一部が
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脂肪酸とエステル反応せずに残存しているものであり、全エステルとは、多価アルコール
の水酸基の全てが脂肪酸とエステル反応して残存していないものである。
【００１９】
　一価アルコールと飽和脂肪酸とのエステルとしては、例えば、ステアリルステアレート
、パルミチルパルミテート、ブチルステアレート、メチルラウレート等が挙げられる。
　多価アルコールと飽和脂肪酸との部分エステルまたは全エステルとしては、例えば、パ
ルミチン酸モノグリセリド、パルミチン酸ジグリセリド、パルミチン酸トリグリセリド、
ステアリン酸モノグリセリド、ステアリン酸ジグリセリド、ステアリン酸トリグリセリド
、ステアリン酸モノソルビテート、ベヘニン酸モノグリセリド、ペンタエリスリトールモ
ノステアレート、ペンタエリスリトールジステアレート、ペンタエリスリトールテトラス
テアレート、ペンタエリスリトールテトラペラルゴネート、プロピレングリコールモノス
テアレート、ビフェニルビフェネ－ト、ソルビタンモノステアレート、２－エチルヘキシ
ルステアレート、ジペンタエリスリトールヘキサステアレート等のジペンタエリスルトー
ルの全エステルまたは部分エステル等が挙げられる。
【００２０】
　これらのエステルのなかでは、パルミチン酸モノグリセリド、パルミチン酸ジグリセリ
ド、ステアリン酸モノグリセリド、ステアリン酸ジグリセリド、ステアリン酸モノソルビ
テート、ベヘニン酸モノグリセリド、ペンタエリスリトールモノステアレート、ペンタエ
リスリトールジステアレート、プロピレングリコールモノステアレート、ソルビタンモノ
ステアレート等の部分エステルが好ましく、パルミチン酸モノグリセリド、ステアリン酸
モノグリセリド、ステアリン酸モノソルビテート、ペンタエリスリトールモノステアレー
ト、ペンタエリスリトールジステアレートがより好ましく、特に、パルミチン酸モノグリ
セリド、ステアリン酸モノグリセリドが好ましい。離型剤としては、上記の１種または２
種以上の混合物であってもよい。
【００２１】
　ポリカーボネート系樹脂組成物における離型剤の含有量は、ポリカーボネート系樹脂１
００重量部に対して、０．０５重量部以下であり、０．０４重量部以下が好ましく、０．
０２重量部以下がより好ましく、０．００８重量部以下がさらに好ましい。離型剤の含有
量が０．０５重量部より多いと、溶融押出成形時にダイ出口からの発煙が多くなるおそれ
がある。この理由として、発煙は、ダイ出口から溶融押出されたポリカーボネート系樹脂
組成物より、離型剤が、粒子径が０．５μｍ以上の粒子（以下、蒸散物という）として蒸
散されることで生じ、ポリカーボネート系樹脂組成物における離型剤の含有量が多いほど
、蒸散物の発生量が増大し、発煙が多くなるものと推察される。また、蒸散物がダイ上部
に設置されたフードに付着して凝集し、次いで、かかる凝集物が液滴となって冷却ロール
やフィルムに落下したり、蒸散した離型剤が直接冷却ロールやフィルムに付着するおそれ
がある。離型剤の含有量は、ポリカーボネート系樹脂１００重量部に対して、０．０５重
量部以下であればよく、０重量部であってもよい。
【００２２】
　なお、ポリカーボネート系樹脂組成物には、必要に応じて他の成分、例えば、光拡散剤
、紫外線吸収剤、有機系染料、無機系染料、顔料、酸化防止剤、帯電防止剤、界面活性剤
等を配合してもよい。
【００２３】
＜光学用ポリカーボネート系樹脂フィルム＞
本発明の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムは、少なくとも一面がマット面であるこ
とが好ましい。
【００２４】
光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの厚みは、３０～３００μｍであることが好まし
く、４０～２７０μｍであることがより好ましく、５０～２５０μｍであることがさらに
好ましい。光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの厚みがあまり薄いと、該フィルム自
体の剛性が低くなり、該フィルムの表面に皺が発生しやすくなったり、例えば偏光分離シ
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ートに貼合して用いた場合、貼合後の偏光分離シートの剛性が不足し液晶表示装置にセッ
ティングした場合にうねりやたわみなどが発生しやすくなるおそれがある。光学用ポリカ
ーボネート系樹脂フィルムの厚みがあまり厚いと、該フィルムの製造コストが高くなった
り、該フィルムを偏光分離シートに貼合した場合、貼合後の偏光分離シートの厚みが厚く
なり、結果として、液晶パネルの厚みが厚くなるおそれがある。
【００２５】
光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムは、ＪＩＳ　Ｋ７３６１－１に準拠して測定され
る全光線透過率が、８５％以上であることが好ましい。該フィルムの全光線透過率があま
りに低いと、フィルムへの入射光量に対して、フィルムからの出射光量の割合が減少して
しまい、光の利用効率が低くなるおそれがある。
【００２６】
光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムのヘイズは、５０％以上であることが好ましく、
５５％以上であることがより好ましく、６０％以上があることがさらに好ましい。ヘイズ
があまり低いと十分な光拡散効果が現れないおそれがある。
【００２７】
　光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの少なくとも一面の６０度鏡面光沢度は、５０
％以下であることが好ましく、４５％以下であることがより好ましく、３５％以下である
ことがさらに好ましい。６０度鏡面光沢度があまり大きいと、例えば光学用フィルムと液
晶パネルが接触した場合、干渉稿による虹模様が発生するおそれがある。
【００２８】
　光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの波長５９０ｎｍでの入射光の面内リタデーシ
ョン値は、３０ｎｍ以下であることが好ましく、２０ｎｍ以下であることがより好ましい
。
　例えば、本発明における光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムを液晶表示装置に用い
る場合は、液晶表示に利用される光が偏光であることから、光学歪みの小さいフィルムが
要求され、３０ｎｍ以下のリタデーション値であることが好ましい。液晶表示装置用の中
でも偏光分離シート保護に用いられる偏光分離シート保護フィルムとして本発明の光学用
ポリカーボネート系樹脂フィルムを用いる場合には、下述の理由から、偏光分離シートよ
り出射してくる偏光の偏光方向をなるべく乱さないように、リタデーション値が低いこと
が好ましく、リタデーション値は２０ｎｍ以下であることがより好ましい。
　液晶表示装置は、図２に示すように、バックライトユニット８上に液晶パネル１１が設
置されており、バックライトユニット８から出射される光が液晶パネル１１へ入射するよ
うに構成されている。偏光分離シート９は、通常、バックライトユニット８と液晶パネル
１１との間に配置されるものであり、バックライトユニット８から出射されてくる無偏光
光を互いに直交関係にある２つの偏光光に分離し、一方の偏光光のみを選択的に透過して
液晶パネル１１側に出射し、もう一方の偏光光をバックライトユニット８側に戻して、バ
ックライトユニット内で反射させた後、再度、偏光分離シート９に入射させて再利用する
ことで、光の利用効率を向上させるようにしたものである。したがって、偏光分離シート
９の保護のために該シート９の両方または一方の面に積層や貼合して用いられる偏光分離
シート保護フィルム１０としては、該シート９より出射してくる偏光の偏光方向をなるべ
く乱さないように、リタデーション値が低いことが好ましく、２０ｎｍ以下のリタデーシ
ョン値であることがより好ましい。
【００２９】
＜光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造工程＞
　本発明の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムは、上述したポリカーボネート系樹脂
組成物からなり、少なくとも一面がマット面であるものが好ましい。光学用ポリカーボネ
ート系樹脂フィルムの製造方法としては、上述したポリカーボネート系樹脂組成物を溶融
押出する方法や、該樹脂組成物を溶液製膜する方法等が挙げられる。中でも、溶融押出す
る方法によれば、光学用ポリカーボネート系樹脂フィルム成形時の、ダイ出口からの発煙
を抑制することができる。マット面の形成方法としては、溶融押出成形時に外周面に凹凸
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形状が形成された金属ロールである、いわゆるマットロールを用いた転写による方法や、
マット化剤となる透明微粒子を配合したポリカーボネート系樹脂を用いて溶融押出成形に
おいて表面に凹凸を形成させる方法等が挙げられる。光学用ポリカーボネート系樹脂フィ
ルムとしては、ポリカーボネート系樹脂を主として含有していればよく、他の樹脂がブレ
ンドされていてもよく、また、他の樹脂との多層溶融押出成形によって得られる２種２層
や２種３層の多層フィルムであってもよい。多層フィルムの場合、光拡散剤、紫外線吸収
剤、有機系染料、無機系染料、顔料、酸化防止剤、帯電防止剤、界面活性剤等を１層だけ
に配合してもよいし、２層以上に配合してもよい。
【００３０】
＜ロールを用いたマット面の形成方法＞
　いわゆるマットロールを用いたマット面の形成方法としては、溶融押出成形時に外周面
に凹凸形状が形成された金属ロールを用いて、凹凸形状を転写する方法であり、例えば特
開２００９－１９６３２７号公報、特開２００９－２０２３８２号公報に記載の方法など
を挙げることができる。
【００３１】
　図１は、本発明の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの製造プロセス（以下、本発
明の製造プロセスという）の一例を示す概略説明図である。
　同図に示すように、この製造プロセスは、溶融押出機１を準備し、押出機に投入された
ポリカーボネート系樹脂組成物は溶融混錬され、ポリマーフィルター２を通過後、ダイ３
（Ｔダイ）を介して樹脂が広げられ、ダイ出口からフィルム状となって押し出される。
【００３２】
　ポリマーフィルター２としては、３～１２インチ程度のリーフディスク型フィルターが
１０～８０枚程度積層されたものが好ましく、市販のものを採用することができる。ポリ
マーフィルター２のフィルター孔サイズとしては、ゴム状重合体の凝集物を濾過できるも
のであればよい。具体的には、ポリマーフィルター２のフィルター孔サイズとしては、得
られるフィルムにおける表面欠陥の発生を抑制する観点から、５～２０μｍが好ましく、
５～１５μｍがより好ましい。
【００３３】
　ダイ３としては、通常、Ｔダイが用いられる。ダイ３は、光学用ポリカーボネート系樹
脂フィルムが単層フィルムの場合、１種の樹脂を単層で押し出す単層ダイが好ましく、２
種２層や２種３層等の多層フィルムの場合、それぞれ独立して押出機から圧送された２種
以上の樹脂を積層して共押出しする多層ダイが好ましく、多層ダイとして、フィードブロ
ックダイ又はマルチマニホールドダイが好ましい。
【００３４】
　次いで、ダイ３から押し出された樹脂は、略水平方向に対向配置された第１冷却ロール
４と第２冷却ロール５の間に挟み込まれ、少なくとも１つの表面にマット面を形成し、第
３冷却ロール６により、緩やかに冷却し、光学用ポリカーボネート系樹脂フィルム７を得
ることができる。
【００３５】
　第１冷却ロール４は、直径が２５～１００ｃｍ程度であり、ゴムロールまたは金属弾性
ロールであることが好ましい。第１冷却ロール４を、ゴムロールまたは金属弾性ロールと
することで、得られる光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムのリタデーション値を３０
ｎｍ以下にすることができる。
【００３６】
　前記ゴムロールとしては、例えば、シリコンゴムロールやフッ素ゴムロール等が挙げら
れ、離型性を上げるために砂を混ぜたものを採用することもできる。ゴムロールの硬度は
、ＪＩＳ　Ｋ６２５３に準拠して測定したＡ６０°～Ａ９０°の範囲内であるのが好まし
い。ゴムロールの硬度を前記範囲内にするには、例えばゴムロールを構成するゴムの架橋
度や組成を調整することによって任意に行うことができる。
【００３７】
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　前記金属弾性ロールとは、ロールの内部がゴムで構成されているものや、流体を注入し
ているものであり、その外周部が屈曲性を持った金属製薄膜で構成されているものである
。具体的には、ロールの内部がシリコンゴムロールで構成され、厚さ０．２～１ｍｍ程度
の円筒形のステンレス鋼製薄膜が該ロールの外周部に被覆されたものや、ロールの内部に
水や油等の流体を注入しているものでは、厚さ２～５ｍｍ程度のステンレス鋼製の円筒形
薄膜をロール端部で固定し、内部に流体を封入しているものなどが挙げられる。
【００３８】
　このような第１冷却ロール４としては、金属材料や弾性体で構成されたもので、鍍金等
で鏡面状に仕上げされたものを用いる。なお、金属弾性ロールの金属製薄膜やゴムロール
の表面は必ずしも平滑である必要はなく、下記で説明する第２冷却ロール５と同様に表面
に凹凸形状を設けても何ら問題はない。
【００３９】
　第２冷却ロール５は、直径が２５～１００ｃｍ程度であり、外周面に凹凸形状が形成さ
れた金属ロールからなる。具体的には、金属塊を削りだしたドリルドロールや、中空構造
のスパイラルロール等のロール内部に流体、蒸気等を通してロール表面の温度を制御でき
る金属ロールなどが挙げられ、これら金属ロールの外周面にサンドブラストや彫刻等によ
って所望の凹凸形状が形成されたものを用いることができる。
【００４０】
第２冷却ロール５の外周面に形成される凹凸形状としては、算術平均粗さ（Ｒａ）で０．
１～１０μｍ程度のマット形状などや、特定のピッチや高さを有する凹凸形状などが挙げ
られる。前記算術平均粗さ（Ｒａ）は、ＪＩＳ　Ｂ０６０１－２００１に準拠して表面粗
さ計で測定して得られる値である。
【００４１】
　尚、フィルムの両方の表面にマット層を形成させる場合は、上記凹凸形状を外周面に形
成された冷却ロール同士の間に該樹脂を挟み込めばよい。
【００４２】
　凹凸形状が転写された光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムは、第２冷却ロール５に
巻き掛けられた後、引取りロールにより引取られて巻き取られる。このとき、第２冷却ロ
ール５以降に第３冷却ロール６を設けてもよい。これにより、光学用ポリカーボネート系
樹脂フィルムが緩やかに冷却されるので、該フィルムの光学歪を小さくすることができ、
さらに第２冷却ロール５への接触時間も安定して確保できるため、第２冷却ロール５に付
与した凹凸形状を安定して転写させることが可能となる。第３冷却ロール６としては、特
に限定されるものではなく、従来から押出成形で使用されている通常の金属ロールを採用
することができる。具体例としては、ドリルドロールやスパイラルロール等が挙げられる
。第３冷却ロール６の表面状態は、鏡面であるのが好ましい。
【００４３】
　第２冷却ロール５に巻き掛けられた樹脂フィルムを、第２冷却ロール５と第３冷却ロー
ル６との間に通して第３冷却ロール６に巻き掛けるようにする。第２冷却ロール５と第３
冷却ロール６との間は、所定の間隙を設けて解放状態としても、両ロールに挟み込んでも
構わない。なお、樹脂フィルムをより緩やかに冷却する上で、第３冷却ロール６以降に第
４冷却ロール，第５冷却ロール，・・・と複数本の冷却ロールを設け、第３冷却ロール６
に巻き掛けたマットフィルムを順次、次の冷却ロールに巻き掛けるようにしてもよい。
【００４４】
＜マット化剤を用いたマット面の形成方法＞
　また、マット面の他の形成方法として、マット化剤となる透明微粒子を配合した樹脂を
用いて溶融押出成形において表面に凹凸を形成させることができる。特に、マット化剤を
用いる場合には、多層溶融押出成形において、表層を形成する樹脂のみにマット化剤とな
る粒子を配合させることで、表面に凹凸を形成させる方法が好ましく用いられる。通常、
マット化剤の添加により表面凹凸を得る場合には、一定量以上のマット化剤を添加するこ
とが必要となり、コスト的な観点から多層溶融押出成形において、表層を形成する樹脂の
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みにマット化剤を含有させる方法が一般的に用いられる。この際の多層押出成形方法とし
ては、例えば、前述した特開２００９－１９６３２７号公報、特開２００９－２０２３８
２号公報に記載の方法を挙げることができ、この場合にはマット化剤の効果により表面凹
凸が形成されることから、第２冷却ロール５は通常の表面状態が鏡面の金属ロールを採用
することもできる。
【００４５】
　また、この際に使用するマット化剤は、通常、いわゆる光拡散剤と言われる粒子を用い
ることが一般的であり、光拡散剤としては、例えば、メタクリル酸メチル系重合体粒子、
スチレン系重合体粒子、シロキサン系重合体粒子などの有機系粒子、炭酸カルシウム、硫
酸バリウム、酸化チタン、水酸化アルミニウム、シリカ（酸化ケイ素）、無機ガラス、タ
ルク、マイカ、ホワイトカーボン、酸化マグネシウム、酸化亜鉛などの無機系粒子などが
挙げられる。なお、無機系粒子は、熱可塑性樹脂中に均一に分散されるように、脂肪酸な
どの表面処理剤で表面処理されていてもよい。
【００４６】
　本発明の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムは、光学特性として、高い全光線透過
率が求められることが多いことから、マット化剤としては透明性の良好な粒子が好適に使
用できる。また、表面の凹凸感を確保できる程度のマット化剤を添加し、かつ高い全光線
透過率を保つ観点から基材樹脂との屈折率差があまり大きくない粒子が好適であり、通常
、屈折率差が０．１程度以内であることが好ましい。多層溶融押出成形においては、表層
を形成する樹脂と屈折率差があまり大きくない粒子を選択することが好ましい。なお、使
用するマット化剤は、単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００４７】
　上記マット化剤として用いられるメタクリル酸メチル系重合体粒子は、メタクリル酸メ
チルを主体とする重合体の粒子であり、この重合体は、メタクリル酸メチルと、これ以外
の分子内にラジカル重合可能な二重結合を１個有する単官能単量体と、分子内にラジカル
重合可能な二重結合を２個以上有する多官能単量体とを共重合させてなる架橋重合体であ
るのがよい。
【００４８】
　上記メタクリル酸メチル系重合体粒子におけるメタクリル酸メチル以外の単官能単量体
の例としては、先にメタクリル酸メチル系樹脂の単量体の例として挙げたメタクリル酸メ
チル以外の（メタ）アクリル酸エステル、スチレン系単量体、並びに（メタ）アクリル酸
エステル及びスチレン系単量体以外の単量体と同様のものが挙げられ、スチレンが好適に
用いられる。
【００４９】
　上記メタクリル酸メチル系重合体粒子における多官能単量体としては、例えば、１，４
－ブタンジオールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、エチレ
ングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレート、テトラエチレ
ングリコールジメタクリレート、プロピレンエチレングリコールジメタクリレート、テト
ラプロピレンエチレングリコールジメタクリレート、トリメチロールプロパントリメタク
リレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレートなどの多価アルコールのメタクリ
レート類；１，４－ブタンジオールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレ
ート、エチレングリコールジアクリレート、ジエチレングリコールジアクリレート、テト
ラエチレングリコールジアクリレート、プロピレンエチレングリコールジアクリレート、
テトラプロピレンエチレングリコールジアクリレート、トリメチロールプロパントリアク
リレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレートなどの多価アルコールのメタクリレ
ート類；ジビニルベンゼン、ジアリルフタレートなどの芳香族多官能化合物などが挙げら
れる。かかる多官能単量体はそれぞれ単独又は２種以上を組み合わせて用いられる。
【００５０】
　かかるメタクリル酸メチル系重合体粒子の屈折率は、通常１．４６～１．５５程度であ
り、ベンゼン骨格やハロゲン原子の含有量が多いほど大きな屈折率を示す傾向がある。こ
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のメタクリル酸メチル系重合体粒子は、例えば、懸濁重合法、ミクロ懸濁重合法、乳化重
合法、分散重合法などにより製造することができる。
【００５１】
　上記マット化剤として用いられるスチレン系重合体粒子は、スチレンを主体とする重合
体の粒子であり、この重合体は、スチレンと、これ以外の分子内にラジカル重合可能な二
重結合を１個有する単官能単量体と、分子内にラジカル重合可能な二重結合を２個以上有
する多官能単量体とを共重合させてなる架橋重合体であるのがよい。
【００５２】
　上記スチレン系重合体粒子におけるスチレン以外の単官能単量体としては、例えば、メ
タクリル酸メチルの他、先にメタクリル酸メチル系樹脂の単量体の例として挙げたメタク
リル酸メチル以外の（メタ）アクリル酸エステル、スチレン系単量体、並びに（メタ）ア
クリル酸エステル及びスチレン系単量体以外の単量体と同様のものが挙げられ、メタクリ
ル酸メチルが好適に用いられる。
【００５３】
　上記スチレン系重合体粒子における多官能単量体としては、例えば、先にメタクリル酸
メチル系重合体粒子の多官能単量体の例として挙げたものと同様のものが挙げられ、それ
ぞれ単独又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００５４】
　かかるスチレン系重合体粒子の屈折率は、通常１．５３～１．６１程度であり、ベンゼ
ン骨格やハロゲン原子の含有量が多いほど大きな屈折率を示す傾向がある。このスチレン
系重合体粒子は、例えば、懸濁重合法、ミクロ懸濁重合法、乳化重合法、分散重合法など
により製造することができる。
【００５５】
　上記マット化剤として用いられるメタクリル酸メチル系重合体粒子及びスチレン系重合
体粒子で用いられる多官能単量体の割合は、全単量体を基準として、通常０．０５～１５
質量％程度であり、好ましくは０．１～１０質量％である。多官能単量体の量があまり少
ないと、粒子の架橋程度が十分でなく、押出成形において熱や剪断がかかった場合に粒子
が大きく変形し易く、結果として所望の光拡散効果が得られ難くなる。また、多官能性単
量体の量があまり多いと、押出成形時に外観不良が発生し易くなる。
【００５６】
　上記マット化剤として用いられるシロキサン系重合体粒子は、例えば、クロロシラン類
を加水分解し、縮合させる方法により製造される重合体の粒子である。
　クロロシラン類としては、例えば、ジメチルジクロロシラン、ジフェニルジクロロシラ
ン、フェニルメチルジクロロシラン、メチルトリクロロシラン、フェニルトリクロロシラ
ンなどが挙げられる。シロキサン系重合体は架橋されていてもよい。架橋させるには、例
えば、シロキサン系重合体に過酸化ベンゾイル、過酸化２，４－ジクロルベンゾイル、過
酸化ｐ－クロルベンゾイル、過酸化ジキュミル、過酸化ジ－ｔ－ブチル－２，５－ジメチ
ル－２，５－（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサンなどの過酸化物を作用させればよい。ま
た、末端シラノール基を有する場合には、アルコキシシラン類と縮合架橋させてもよい。
架橋された重合体は、ケイ素原子１個あたり、有機残基が２～３個程度結合した構造であ
ることが好ましい。
　かかるシロキサン系重合体は、シリコーンゴム、シリコーンレジンとも称される重合体
であって、常温では固体のものが好ましく用いられる。シロキサン重合体粒子は、かかる
シロキサン重合体を粉砕することで得ることができる。線状オルガノシロキサンブロック
を有する硬化性重合体やその組成物を噴霧状態で硬化させることで、粒状粒子としてもよ
い。また、アルキルトリアルコキシシラン又はその部分加水分解縮合物をアンモニア又は
アミン類の水溶液中で加水分解縮合させることで粒状粒子として得てもよい。
　かかるシロキサン系重合体粒子の屈折率は通常１．４０～１．４７程度である。
【００５７】
　マット化剤として用いられる粒子の重量平均粒子径は、所望の表面凹凸形状に従い、適
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宜選定すればよいが、所望の表面凹凸形状を有し、かつ、優れた光学特性を有するために
は、０．５～５０μｍが好ましく、１～４０μｍがより好ましく、２～３０μｍが更に好
ましい。また、粒子は、通常球状であるが、矩状、鱗片状、針状、板状などの形状のもの
も用いることができる。
【００５８】
　多層押出成形時の表層におけるマット化剤として用いられる粒子の配合割合は、樹脂と
粒子の合計量１００重量％に対して、３５重量％以下であり、好ましくは３０重量％以下
である。粒子の配合割合が３５重量％より大きいと、粒子を配合した樹脂の溶融押出成形
が難しくなり好ましくない。
【００５９】
本発明の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムは、拡散作用、変角作用、他部材とのス
ティッキング防止や接触などによるフィルム表面の保護などの様々な目的で用いられ、例
えば、液晶表示装置において、バックライトユニットに組み込まれる光拡散フィルム、偏
光板保護フィルム、位相差フィルム、輝度向上フィルムなどや、偏光分離シートの保護フ
ィルム、反射フィルムや導光フィルム等に使用できる。また、光ディスクや照明用フィル
ムなどにも適用することができ、本発明はこれらの用途に限定されるものではない。中で
も、液晶表示装置における偏光分離シートの保護フィルムとして好ましく用いることがで
きる。
【実施例】
【００６０】
　以下、本発明の実施例を示すが、本発明はこれらによって限定されるものではない。な
お、以下の実施例中、含有量ないし使用量を表す部は、特記ないかぎり重量基準である。
【００６１】
　以下の実施例および比較例で使用した押出装置の構成は、次の通りである。
溶融押出機１：ベント付きスクリュー径１１５ｍｍ一軸押出機（東芝機械（株）製）
ポリマーフィルター２：フィルター孔サイズ１０μｍ
ダイ３：Ｔダイ（単層ダイ）
【００６２】
　溶融押出機１、ポリマーフィルター２、ダイ３、第１～第３冷却ロール４～６を図１に
示すように配置し、各冷却ロール４～６を以下のように構成した。
【００６３】
＜ロール構成＞
　第１冷却ロール４、第２冷却ロール５および第３冷却ロール６を以下のように構成した
。
第１冷却ロール４：外径４５０ｍｍφで硬度Ａ７０°のシリコンゴムロール
第２冷却ロール５：外径４５０ｍｍφでブラスト処理によって算術平均粗さ（Ｒａ）３．
５μｍの凹凸形状が形成されたステンレス鋼製の金属ロール（ドリルドロール）
第３冷却ロール６：外径４５０ｍｍφで鏡面仕上げのステンレス鋼製の金属ロール（ドリ
ルドロール）
【００６４】
　以下の実施例および比較例で使用したポリカーボネート系樹脂および離型剤は、次の通
りである。
ポリカーボネート系樹脂として、３００℃、１．２ｋｇ荷重でのＭＶＲが１４ｃｍ３／１
０ｍｉｎ、粘度平均分子量が２０２００である住友ダウ（株）製の「カリバー３０１－１
５」を用いた。
離型剤として、パルミチン酸モノグリセリドおよびステアリン酸モノグリセリドを用いた
。
【００６５】
（実施例１～４、比較例１）
　ポリカーボネート系樹脂と離型剤を表１に示す割合で含有するポリカーボネート系樹脂
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組成物を１１５ｍｍφの単軸の溶融押出機１に供給し、ダイ３の手前に設置したフィルタ
ー孔サイズが１０μｍのポリマーフィルター２を通過させた後、ダイ３（ダイ温度：２５
５℃）から、３００ｋｇ／ｈｒの吐出量でフィルム状の樹脂を押出し、該樹脂を第１冷却
ロール４（設定温度：３４℃）と第２冷却ロール５（設定温度：１３０℃）との間に挟み
込み、第２冷却ロール５に巻き掛け、次いで、第２冷却ロール５と第３冷却ロール６（設
定温度：１３５℃）との間に通し、さらに第３冷却ロールに巻き掛けて、一方の面に凹凸
形状が転写された厚み１３０μｍの光学用ポリカーボネート系樹脂フィルム７を２４時間
連続成形した。各光学用ポリカーボネート系樹脂フィルム７は、いずれも第２冷却ロール
からの離型性は良好であった。
【００６６】
【表１】

【００６７】
　２４時間連続成形後に得られた各光学用ポリカーボネート系樹脂フィルム（実施例１～
４、比較例１）について、以下の評価を行った。結果を表２および表３に示す。
【００６８】
＜全光線透過率（Ｔｔ）およびヘイズ（Ｈ）＞
　ＪＩＳ　Ｋ７３６１－１に準拠して、光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの全光線
透過率（Ｔｔ）を測定した。
　ＪＩＳ　Ｋ７１３６に準拠して、光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムのヘイズ（Ｈ
）を測定した。
【００６９】
＜リタデーション値＞
　得られた光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムから５０ｍｍ角サイズで試験片を切り
出し、微小面積複屈折率計（王子計測機器（株）製の「ＫＯＢＲＡ－ＣＣＯ／Ｘ」）によ
り５９０ｎｍにおけるリタデーション値を測定した。
【００７０】
＜表面光沢度＞
　ＪＩＳ　Ｚ８７４１に準拠して、得られた光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムのマ
ット面（第２冷却ロールに接した面）の６０度光沢度を測定した。
【００７１】
＜発煙＞
　光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの溶融押出成形時に、ダイ出口からの発煙を目
視で観察した。発煙がほとんどない場合は「◎」、発煙が少ない場合は「○」、発煙が多
い場合は「×」と判定した。
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【００７２】
　＜蒸散物の個数＞
　光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムの溶融押出成形時に、ダイ出口から発生する蒸
散物の個数をパーティクルカウンター（ＭｅｔＯｎｅ製）により測定した。まず、押出機
周辺の大気１リットル相当分をブランク測定して、パーティクルカウンター内に存在する
気体を押出機周辺の大気に置換し、次いで、ダイのフィルム幅方向中央部であって、ダイ
の押出流れ方向側の側端部上流側から押出流れ方向上流側に２ｃｍ、かつダイ出口の高さ
から上方に１０ｃｍの位置に吸引プローブを設置し、約１０秒間大気を吸引し、吸引した
大気の１リットル相当分中に存在する各粒子径範囲の蒸散物の個数を測定した。
【００７３】
【表２】

【００７４】
【表３】

【００７５】
　実施例１～４の光学用ポリカーボネート系樹脂フィルムは、液晶表示装置における偏光
分離シートの保護フィルムとして用いることができる。
【符号の説明】
【００７６】
　１    　溶融押出機
　２　　　ポリマーフィルター
　３　　　ダイ
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　４　　　第１冷却ロール
　５　　　第２冷却ロール
　６　　　第３冷却ロール
　７　　　光学用ポリカーボネート系樹脂フィルム
　８　　　バックライトユニット
　９  　　偏光分離シート
　１０　　偏光分離シート保護フィルム
　１１　　液晶パネル

【図１】

【図２】
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